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ける被災リスクが高まっている．2004 年には，史上最多の 10 個の台風が日本に上陸した．その中
でも，台風 0423 号の来襲に伴った高波は，高知県室戸沖で国内の観測史上最高の波高 13.55ｍが
観測され，多くの地域に被害をもたらした．和歌山県すさみ町の周参見漁港においても，台風 0423
号来襲に伴い，消波ブロック被覆堤の滑動・転倒被害が発生した． 

















































































第 8章 に，本研究の結論を示す． 
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2007 年 7 月に改訂された「港湾の施設の技術上の基準・同解説（以降，港湾基準）」（社団法
人 日本港湾協会 1) ）では従前からの仕様設計から性能設計が導入された． 
以下では，従来の仕様設計と性能設計について記述する． 
 
表 2.1 仕様設計と性能設計 























設計を実施する．このような概念，位置付けは 図 2.1 に示すとおりである．要求性能としては，

















(社)日本港湾協会 1) p.43 














(社)日本港湾協会 1) p.44 














ル 1 信頼性設計法である． 
以下にそれぞれの設計法の概要を示す． 
 
表 2.2 信頼性設計法の 3 つのレベル 
設計水準 性能照査式 評価パラメータ 
レベル 3 PfT≧Pf 破壊確率 
レベル 2 βT≦β 信頼性指標 
レベル 1 Rd≧Sd 設計用値 
(社)日本港湾協会 1) p.60 
 



































(社)日本港湾協会 1) p.61 
図 2.3 破壊確率の概念図 
 
 
(2) レベル 2 信頼性設計法 
レベル 2 信頼性設計法はレベル 3 信頼性設計法を簡略化したもので，破壊確率を評価するので
はなく，統計確率的には平均値と分散値の範囲を用いて信頼性指標 β を評価し，これが限界値以
上となるように断面諸元を決定する． 
































(社)日本港湾協会 1) p.64 
図 2.4 信頼性指標 β 
 
(3) レベル 1 信頼性設計法 






































































潮位に関しては，河合ら 15) が主要 4 分潮を用いて潮位変化を算出する必要があり，正弦波で近似











































































工事を 1 回する方が経済的になる．例えば，直接工事費で 5 億円の工事を 1 回実施した場合では，
1 千万円の工事を 50 回実施した場合よりも，約 4,500 万円程度安くなる．したがって，本研究で














図 2.6 積算価格の構成（(社)日本港湾協会 21) ） 
 
2.3.2 最適設計法の既往研究事例 






























2) Franco, L., Lamberti, A. Noli and U. Tomasiccho: Evaluation of risk applied to the designed breakwater 





第 37 巻，第 3 号，pp. 3-30，1998． 
6) 下迫健一郎，大嵜菜々子，中野史丈：滑動量を要求性能に設定した混成堤の信頼性設計法，港
空研報告，第 45 巻，第 3 号，pp. 1-20，2006． 
7) 半沢 稔，高橋重雄，下迫健一郎：モンテカルロ法を用いた消波ブロックの期待被災度の計算，
海岸工学論文集，第 43 巻，pp. 796-800，1996． 
8) 高橋重雄，半沢 稔，佐藤弘和，五明美智男，下迫健一郎，寺内 潔，高山知司，谷本勝利：
期待被災度を考慮した消波ブロックの安定重量－消波ブロック被覆堤の設計法の再検討，第１
報－，港湾技術研究所報告，第 37 巻，第 1 号，pp.3-32，1998． 
9) 荒木進歩，藤原由康，出口一郎：確率論的手法を用いた人口リーフ被覆石の安定性の検討，海
岸工学論文集，第 46 巻，pp. 901-905，1999． 
10) 高橋重雄，半沢 稔，下迫健一郎：捨石傾斜堤の耐波安定性に関する性能照査法，海岸工学
論文集，第 50 巻，pp. 761-765，2003． 
11) 松本 朗，半沢 稔，高橋重雄：モンテカルロ法による混成堤マウンド被覆石の移動のシミ
ュレーション，海岸工学論文集，第 50 巻，pp. 781-785，2003． 
12) 磯部雅彦，高橋重雄，余 錫平，榊山 勉，藤間功司，川崎浩司，蒋 勤，秋山 実，大山
洋志：数値波動水路の耐波設計への適用に関する研究－VOF法基本プログラムの作成－，海洋
開発論文集，第 15 巻，pp. 321-326，1999． 
13) 間瀬 肇，高橋真弘，安田誠宏，Maria T. Reis，Terry S. Hedges：信頼性解析による越波流量





港湾技術研究所報告，第 36 巻，第 4 号，pp.3-41，1997． 
  17
16) 鳥居謙一，人見 寿，福島雅紀：高知海岸によける潮位の確率的評価に関する研究，海岸工
学論文集，第 48 巻，pp. 296-300，2001． 
17) 山口正隆，畑田佳男，大木泰憲，西村教博，中村雄二：確率的台風モデルに基づく台風時浅
海波浪の極値推算システムの適用性，海岸工学論文集，第 42 巻，pp. 246-250，1995． 
18) 橋本典明，佐藤裕司，松浦邦明，市川雅史：確率台風モデルの構築とその統計的特性，海岸
工学論文集，第 48 巻，pp. 456-460，2001． 
19) 花山格章，関本恒浩，鵜飼亮行，高木泰士，畑田佳男，山口正隆：確率的台風モデルを用い
た信頼性設計法，海岸工学論文集，第 49 巻，pp. 926-930，2002． 
20) 國富將嗣，高山知司：大阪湾における高潮と高波の同時正規確率特性，海岸工学論文集，第
52 巻，pp. 216-220，2005． 
21) (社)日本港湾協会：港湾土木請負工事積算基準，2009. 
22) 合田良実，高木泰士：信頼性設計法におけるケーソン防波堤設計波高の再現期間の選定，海
岸工学論文集，第 46 巻，pp.921-925，1999． 
23) 興野俊也，赤石沢総光，阿部光信，長舩 徹：性能設計活用による防波堤の設計合理化につ



































クの移動個数，Sr：ブロックの海水に対する比重，N：波数，CH：砕波の効果を表す係数（=1.4 / (H1/20 
/ H1/3) ），a，b，c：消波ブロックの形状や法面勾配ごとに決まる定数であり，本章では，例とし
て法面勾配 4:3 のテトラポッドを対象としているため，a=2.32，b=1.33，c=0.2 を用いる．ブロッ
クの代表径については，体積の 3 乗根とし    （W：ブロックの質量，ρ：コンクリートの密
度）で表すことができる． 
年 1 回の高波浪に対する被災度 No は，式 (3.2) において高波浪時に来襲した波浪の有義波高 


















当該年における入射波高 H1/3 (i)，前年までの累積被災個数 No (i-1) とし，当該年における波浪 





そして，当該年における波浪 H1/3 (i) の発生波数 N (i) に加えた N = N’+N (i) と H1/3 (i) を用い




この No (i) が要補修被災度 Rdから求まる被災個数 Naより大きくなると補修を開始することに




本論文では最適設計のフローを 図 3.1 に示すように提案している．また，図 3.1 中の期待補修












i) 対象地区に対して設定した沖波発生頻度分布から，乱数を用いて 1 回の高波浪を抽出する． 
ii) 抽出した沖波波浪に対して波浪変形計算を行い，対象地点直前での波浪諸元を算出する．波
浪変形計算による算定誤差を考慮して，波浪諸元を決定する． 
























vi) i)～iv)を期待値の変動が小さくなるように繰り返し（本研究では 1,000 回とした），総補修
費の期待値（平均値），すなわち期待補修費を算出する． 
IV. LCC の算出 
II.で算出した初期建設費と III.で算出した期待補修費を足し合わせて LCC を算出する． 
V. 最適被覆材の決定 
I.～IV.を各質量の被覆材について繰り返す．繰り返し計算によって算出した被覆材の各質量別


























































































































































2.0  1.84  0.93  39.0 
3.2  2.88  1.08  48.3 
4.0  3.68  1.17  55.8 
5.0  4.60  1.26  72.9 
6.3  5.75  1.36  83.6 
8.0  7.36  1.47  99.1 
10.0  9.20  1.59  122.6 
12.5  11.50  1.71  137.0 
16.0  14.49  1.85  171.2 
20.0  18.40  2.00  203.0 
25.0  23.00  2.15  246.1 
32.0  28.75  2.32  288.4 
40.0  37.03  2.53  378.2 
50.0  46.00  2.71  461.4 
64.0  58.88  2.95  583.3 









表 3.2 消波ブロック計算条件 
項目 値 
50 年確率沖波波高 H0 =5.0 / 7.0 / 9.0m 
沖波発生頻度分布 
Weibull 分布（k = 1.0） 
H0 = 5.0: A = 0.8, B = 1.87 
H0 = 7.0: A = 1.3, B = 1.91 
H0 = 9.0: A = 1.7, B = 2.35 
水深 1 m ～ 10 m 
天端幅 天端 2 個並び 
天端高 2.5 m ～ 6.0 m（水面から） 
法面勾配 1 : 4/3 
マウンド層 なし 
トン型 2 t ～ 80 t 型 
KD値* 8.3 
要補修被災度 被災度 1% ～ 50% 
設計供用期間 50 年 
繰り返し回数 1,000 回 
* ハドソン式中に用いられる定数で，主として被覆材の形状および被害率などによって決まる

























計算例として，50 年確率沖波波高 9m，水深 5m，天端高（水面から）5.7m，要補修被災度 5%，
その他の条件は 表 3.2 の通りとして，1000 回の繰り返し計算を実施した．この時の補修費と総費


















図 3.4 初期建設費と 1,000 回繰り返し計算の補修費および総費用の期待値 




被災度を 1%～50%の 5 段階に変えてLCCを算出した．要補修被災度と補修するブロック数の目安
を 表 3.3 に示している． 
水深 5m の護岸を例に，2t 型と 10t 型について，1%～50%の各要補修被災度で補修した場合の最
小のブロック数を示したものである．10t 型で見ると，初期断面で 1m 当り 7.25 個のブロックを設
置しているが，要補修被災度 1%では 0.07 個／m（延長 1km では 70 個），要補修被災度 5%では，
0.36 個／m（延長 1km では 360 個），要補修被災度 50%では，3.63 個／m（延長 1km では 3630
個）となっている． 
























また，表 3.4 に示したLCCが最小となる最適質量について着目すると，要補修被災度Rdが 1%，














1% 0.30 0.07 
5% 1.48 0.36 
10% 2.96 0.73 
30% 8.88 2.18 
50% 14.81 3.63 














図 3.5 要補修被災度 Rdによる LCC への影響（水深 5m） 
 
表 3.4 要補修被災度による LCC の変化 
要補修被災度  
1% 5% 10％ 30％ 50% 
LCC(千円／m) 983.1 980.4 979.4 978.7 978.7 





















50 年確率沖波波高を 7mに設定した場合のLCC算出結果を 図 3.6 に示す．図中の○は各水深にお
けるLCCの最小値，●は各水深別にハドソン式で算出した必要質量ブロックのLCCである．ただし，
○と●が一致している場合は○のみを表示している． 




















図 3.6 水深の違いによる LCC の変化（要補修被災度 5%） 
 
 
(4) 50 年確率沖波波高による影響 
来襲波浪の影響を検討するために，50 年確率沖波波高H0を 5，7，9mの 3 段階に変化させてLCC
の算出を行った．水深 7mで要補修被災度が 5%とした場合の計算結果を 図 3.7 に示す．図中の○
















































図 3.7 50 年確率沖波波高の違いによる LCC の変化 



















H    =5m H    =7m











に関する被災度算定式が明確にされていない．本検討護岸は 図 3.8 に示すように中段にテラスを
有する斜面護岸となっている．そこで，対象護岸について水理模型実験を行い，被覆材の被災度
を算出する実験式を導出した．なお，本対象区域は既設計において 4t エックスブロックが所定の









































さ 50.0m×高さ 1.5m）を使用して実施した． 




を，捨石の上に 3cm厚で設置した．その上に，検討対象の被覆石模型（3t，2t）を 2 層積み，もし














を及ぼすと考えられるため，乱数のシードを変えて波高の時系列を変化させ，異なる 2 もしくは 3
波群について検討した． 
1 ケース 1 造波あたり有義波周期の波で 500 波（例：1.7 秒×500＝14 分 10 秒）を作用させ，造
波後の被災被覆石の個数と被災状況を観察した．作用波数に対する被災個数の変化を調べるため
に，さらに続けて 500 波を作用させ，合計 1000 波作用した場合の被災個数と被災状況を観察した． 
被覆材の被災個数の確認は，造波前後の写真および造波中のビデオ画像による目視により行っ





















3000 192 1.0 1/25 
被覆石 
（2t） 
2000 128 1.0 1/25 
基礎 
被覆石 
400～600 25.6～38.4 0.8 1/25 
 
表 3.6 堤体の入射波条件（模型値） 
 確率波 
模型値 10年 20年 50年 100年 
H1/3 (cm) H.W.L. 12.0 13.0 14.1 15.2 
     L.W.L. 11.9 13.0 14.1 15.1 


























が 100 年確率波（H1/3 = 0.151m）で潮位L.W.L.の場合の実験結果を 写真 3.3と 図 3.9 に示す．写
真 3.3 は，(a)初期条件と(b)1000 波作用後の被覆石の移動状況を示したものである．図 3.9 には，
写真 3.3 に示した測線(1)をレーザー変位計で測定した断面形状を示した．initialは初期形状で，
midは 500 波，finalは 1000 波を作用させたときの形状を示す． 









で，波浪条件が 100 年確率波（H1/3 = 0.151m）で潮位L.W.L.の場合の実験結果を 写真 3.4と 図 3.10 
に示す．写真 3.4 と 図 3.10 は，先の 写真 3.3 と 図 3.9 と同じ表示である． 




























































(3)  (2)  (1) 



































写真 3.4 エックスブロック被災状況 






























(3)  (2)  (1) 









A)被覆石 3t の被害特性 
波浪条件を 10 年，20 年，50 年，100 年の確率波に変化させた場合について，1000 波作用後の
被害個数から求めた被害率を 図 3.11 と 図 3.12 に示す．それぞれ 図 3.11 がH.W.L.，図 3.12 が
L.W.L.のものである．いずれも，異なる波群について 2～3 回実施した結果を平均した値を示して




であるため，被覆石の移動個数が 1個変わると 1%以上変動することに起因していると考えられる． 
図 3.12 に示した潮位がL.W.L.の場合には，全体の被害率はH.W.L.に比べて増大し，100 年確率
波で 3.8%被災する．特に，テラス部の黄色い被覆石は被災しやすくなり， 50 年確率波のときに
2.9%の被害率だったものが，100 年確率波になると 12.4%に急激に増大する． 
 
B)被覆石 2t の被害特性 
1000波作用後の求めた被害率を同様に図 3.13 と図 3.14 に示す．それぞれ図 3.13 がH.W.L.，
図 3.14 がL.W.L.のものである．  
図 3.13 に示した潮位がH.W.L.の場合には，被覆石 3t の場合と異なり，作用波浪が大きくなる
につれて，汀線付近の白色と橙色の被覆石の被害率が大きくなり，100 年確率波浪の条件では 8～
10%に増大する．被覆石 3tの場合に顕著だった，テラス部の被害率のみが増大する傾向はみられ
ない．全体の被害率は，100 年確率波で 4.9%とそれほど大きくない． 
図 3.14 に示した潮位がL.W.L.の場合には，汀線が橙色の設置位置に下がるので，橙色の被害度
が 50 年確率波で 7.8%，100 年確率波で 12.2%と大きくなっている．また，3t の被覆石の場合と同
様に，テラス部の黄色い被覆石が被災しやすくなり，被害率は 50 年確率波で 9.1%，100 年確率波
で 17.9%になる．汀線付近の影響とテラス部の影響の両方を受けて，緑色の被覆石の被害率も 6





























































































































































































































ここで，Dn としては，被覆石の平均質量の代表径とし，v は空隙率であり，被覆石の場合 40%と
した． 















図 3.15 被覆層の侵食面積 A（Van der Meer4) ） 
 
A)斜面部の被災度算定式 
図 3.16 に，波高に対する斜面部の被災度を示す．縦軸は被災度S（ = A / Dn’2 ）であり，横軸
は有義波高H1/3を代表径Dnで無次元化した値である．それぞれ，丸印は被覆石 3tのもの，三角印は















用波数の違いによる被災度の比を調べたところ，S1000 / S500は 1.3～1.8 の間でばらついており，平
均値は 1.65 であった．すなわち，平均的には作用波数Nの 0.7 乗に反比例することになる．しかし
ながら，従来の被覆材に関する研究成果（例えば，Van der Meer4) ，鹿島ら 5) ，高橋ら 6) など）
においては，いずれも作用波数Nの 0.5 乗に比例するとされていることを考慮して，本研究におい
てもN 0.5に比例するとして，作用波数の影響を取り込むことにした． 
作用波数の影響を考慮した斜面部の被災度を 図 3.17 に示す．縦軸は被災度Sを作用波数Nの 0.5
乗で除した値S / N 0.5である．凡例は 図 3.16 と同じである．作用波数の影響を考慮することで，図 






ここで，aS =3.4×10-5，bS =4.3 
 S：被災度（=A/D n’2） 
 A：被覆石の被災断面積 (m2) 
 Dn’：被覆石の代表径（空隙を含む）(m) 
 N：作用波数 
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y  = 0.00026x 4.3y=0. 0 34x4.3 
  nr DSH 1/3/1 



















ス部においては，この理論に基づき係数bをb=3.0 とすることとした．なお，bの値を 3.1 から 3.0
に変えても，曲線にほとんど変化はなかった．テラス部の被災度算定式として，斜面部と同様に
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y  = 0.0038x 3.0y=0. 22x3.0
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波高とテラス部の水深に対するエックスブロックの被災度を 図 3.20 に示す．縦軸は被災度S
（ = A / Dn’2 ）を作用波数 N で除した値であり，横軸および凡例は，図 3.19 と同じである．こ
こで，図 3.19 の縦軸では作用波数の 0.5 乗で除していたが，エックスブロックの場合，被災度は
作用波数に比例していたため，縦軸を被災度 S と作用波数 N の比 S/N とした． 
図 3.20 について，被覆石の場合と同様に，累乗近似y=axbについて，最小二乗法によって回帰
分析を行った結果，a=9.3×10－8，b=7.6 を得たが，b=7.5 でも誤差はほとんど変わらなかった．そ
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y  = 0.000056x 7.5y=0.00000011x7.5 
     XbTnrX hHDSHaNS /1// 3/13/1 















被覆材の諸元および単価を 表 3.7 に示す．被覆石の諸元に関しては，近畿地区石材協同組合か
ら提供された単価表（2007 年 4 月現在）に基づいて設定した．エックスブロックの諸元は対象護
岸設計時のものを採用した． 
表 3.7 から，被覆石 1t と 2t の単価の増加傾向に比べて，2t と 3t の増加傾向は大きい．一方




・ 1t 型と 2t 型の被覆石は，発破によって直接採取できるため，単価にあまり差がない． 
・ 3t 型と 4t 型の被覆石は，発破後に加工費がかかるため，2t 以下の単価に比べると単価は急
激に大きくなる． 




























1.0t 2.6 0.38 0.73 5.5/5.1 5.3 
2.0t 2.6 0.77 0.92 9.0/8.3 8.7 
3.0t 2.6 1.15 1.05 14.6/13.7 14.1 




2.3 1.86 1.23 61.7/60.0 60.8 
*1 被覆石の単価は，近畿地区石材協同組合から提供された 1 個あたりの建設費を，2 層被覆とし
て，体積と空隙率（40％）で算出した各トン型の個数で除して算出． 
*2 水中単価と陸上単価については，M.L.W.L.（平均干潮面）を境界として算出． 














表 3.8 計算条件 
項目 値 
形状母数: k 尺度母数: A 位置母数: B 
沖波確率分布 









本計算における各トン別の被覆石および 4t のエックスブロックの初期建設費を 表 3.9 に示す． 
被覆石の被覆材個数の算出については，2 層被覆を基本とし，代表径を 1 層の高さと仮定して被
覆断面積を算出し，断面積から空隙率，体積を考慮して 1m あたりの被覆石の個数を算出した．
エックスブロックについては，1 層被覆とし，護岸法線方向延長から個数を算出している．護岸被
覆材として 1t と 2t の被覆石を用いた場合には，4t のエックスブロックの初期建設費 381 千円／
mに比べて，初期建設費が小さくなり，その中でも 1t の被覆石の初期建設費が 318 千円／mで最
も小さい．表 3.9 において，3t と 4t の被覆石がエックスブロックの初期建設費より上回ってい
るのは，被覆石は 2 層積みとして算出し，エックスブロックは 1 層積みとしているため，3t と 4t 
の被覆石の被覆面積が大きくなり，設置個数が多くなるためである． 
 














1.0t 318.0 5.3 59.0 3.0 
2.0t 324.7 8.7 37.2 1.9 
3.0t 403.9 14.1 28.4 1.4 
4.0t 409.4 17.3 23.4 1.2 
エックスブロック
4.0t 






図中に示しているように，15 年目，30 年目に累積被災度が要補修被災度（全個数の 5%，3t 被覆
石では 1.4 個）を上回ったために，補修を行っている．期待補修費とは，異なる高波浪列に対して，
図 3.21 に示したような 50 年間の補修費算出を 1,000 回繰り返し計算した結果の平均値である．
補修費のばらつきの特性を取りまとめたものを 表 3.10 に示す． 
表 3.10 から，被覆石の補修費に関しては，すべてのトン型において，補修費の 5%未超過確率
値については，2～3 倍程度に収まっており，補修費の最大値は，期待補修費（50 年間の補修費を
1,000 回繰り返した平均値）の 4～8 倍以内に収まっているが，エックスブロック 4t の場合，補修
費の 5%未超過確率値は，期待補修費の約 5 倍になり，最大値は期待補修費の 10 倍以上になる． 
このように，エックスブロックでは大きな補修費が発生するのは，図 3.19 と 図 3.20 に被覆石
テラス部とエックスブロックの被災度算定曲線をそれぞれ示したように，被覆石テラス部分の被








それ以外の場合は，水中および陸上の平均単価を用いた．表 3.10 から，護岸被覆材として 2～4t の
















図 3.21 50 年間の被覆石（3t）の累積被災度（計算例） 
 
 















1.0t 11.4 98.0 202 382 
2.0t 3.0 47.8 113 244 
3.0t 1.4 37.1 104 229 
4.0t 0.8 26.3 81 202 
エックスブロック
4.0t 





























すべての計算結果を取りまとめたものを 図 3.22 に示す．図 3.22 から，期待総費用（LCC）が
最小となる最適な護岸被覆材は，2t の被覆石（初期建設費：約 325 千円／m，期待補修費：約 48
千円／m，期待総費用：約 373 千円／m，期待被災個数：3.0 個／m）であるという結果が得られ
た．また，3t のLCCが 4t のLCCよりも大きいのは，前述した理由のとおり，初期建設費が同程
度であり，4t の方が被災しにくいために，4t が 3t の期待補修費よりも小さくなるためである． 
4t のエックスブロックの期待総費用（約 466 千円／m）に比べて，最適被覆材である 2t の被










































・ 補修時期を決定する要補修被災度を大きくとれば LCC による最適ブロックの質量は軽くな
り，さらに LCC も安くなるが，背後や構造物の安全性を検討する必要がある． 
・ 水深が深くなると，最適質量はハドソン式による必要質量と一致するようになる． 
・ 水深が浅い場合には，LCC から判断するとハドソン式で求まる質量よりも重いブロックが，




・ 本対象護岸については，初期建設費は 1t の被覆石が最も安く，期待補修費は 4t の被覆石が
最も安くなった． 
・ 本最適設計によって検討した結果，2t の被覆石を使用すると総費用が最も安くなり，4t のエ
ックスブロックを用いた場合の約 80%になることがわかった． 
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 W ：ケーソンの空中重量 
 g ：重力加速度 
 aM ：付加質量（
20855.1 h  ） 
  ：海水の密度 
 h：ケーソン底面から静水面までの高さ 
 P ：水平波力 
 Gx ：ケーソンの加速度 
 RF ：摩擦抵抗力（ )( UW   ） 
 W ：ケーソンの水中重量 
 DF ：造波抵抗力 
である．この式を 2 回数値積分することで，ケーソンの変位を計算することができる．P につ
いて，後述のような時系列変化モデルを適用することで，1 波あたりの滑動量を算定する．これを



























消波断面の波圧算定法を用いた．高橋らは，堤体にかかる波力を 図 4.1 に示すように，3 つの領
域に分けて考えた．1) 領域 1 は消波工で被覆されていない部分，2) 領域 2 は消波工で被覆されて
いるが，衝撃砕波力が作用する部分，3) 領域 3 は消波工で被覆されており，衝撃砕波力が作用し
ない部分である．なお，領域 2 は，消波工天端から次式で求まるdp下がった高さまでとしている． 
 
              (4.3) 
 
ここに，H1/3は有義波高，hcは水面からのケーソン天端の高さ，hBは水面からの消波ブロック天端
の高さである．高橋ら 5) は，合田の波圧式の補正係数 λ1，λ2を 3 つの領域ごとに以下のように設
定し，部分被覆による波圧の増大を表した． 
1) 領域 1：λ1を 1.0 とし，λ2を次式のように，0～1.0 の間で変化させている． 
 
 
     (4.4) 
 
 
2) 領域 2：λ1を次式のように，hB /Hが 0 よりも小さい場合は 1，0.35 よりも大きい場合は高橋ら
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図 4.1 不完全消波時の波圧を区別する 3 つの領域 
 
高橋ら 5) の提案式を図化すると 図 4.2のようになる．領域 3 については，完全被覆時と変わら

















































































を構築した．波力の時系列変化モデルの詳細は，下迫ら 2) を参照されたい． 
本研究で対象としている消波ブロックの天端高が沈下した際の波力の時系列変化については，
ブロックが沈下すると，領域 1 と領域 2 には衝撃成分が作用するため，図 4.3の直立壁に作用する
波力の時系列変化モデルを採用した．ただし，それぞれのピーク値については，上記の通り，高

















































本研究で用いた滑動量算定手法の計算フローを 図 4.5 に示す．まず，被災時に堤体に作用した
波浪諸元（波高，周期）および高波浪の作用時間，作用時間を分割する期間数を設定する．次に，




















































































































堤の断面図は 図 4.6 に示すとおりであり，設計波高は 3.8m，先端部の隅角部では 4.9mであった． 
金らは，被災時の波浪を追算し，その追算沖波波浪を入力条件として，エネルギー平衡方程式
による波浪変形計算を行い，防波堤前面での被災時の波高を推定した．推定結果によると，被災













図 4.6 周参見漁港西防波堤断面図 (単位:m) 
 











































































































ている．伏木富山に設置されているナウファス海象計では，2008 年 2 月 24 日 14 時に最大有義波




























浪変形計算を行った．計算格子間隔は 10ｍとし，北防波堤の反射率は 0.5 とした．波向きは NNE






















































































きかったB区間の防波堤とし，断面図を 図 4.10 に示す．B区間は，16tのホール 6 ブロックで被覆
された消波工被覆混成堤であるが，テトラポッド 16tとほぼ同等と見なして計算を行った． 
伏木富山のナウファス観測データでは，約 4mの波高が 12時間程度継続して来襲していたため，
継続時間を 2～12 時間まで変化させて計算を行った結果を 図 4.11 に示す．図から，4mの波高が
























































図 4.10 伏木富山港北防波堤断面図 (B 区間，単位:m) 
 
表 4.2 計算条件 (伏木富山港) 
項目 値 















































ク（20t，25t，32t）を用いた場合について，ケーソンの滑動量を算定した結果を 図 4.12 に示す．
消波ブロックの被災は考慮しないが，ケーソンの滑動に伴ったブロックの沈下は考慮する場合に
ついてもケーソンの滑動量を算出し，薄墨の記号で示している．図から，32tブロックを用いた場
合，16tブロックで被覆した場合に比べて，滑動量は波高 5mでは 2m程度，波高 5.5mでは 4m程度，
12 時間の波浪継続後において低減することがわかった．しかし，5.5mの波高が 12 時間継続すると，
ブロックが被災しないとした場合でも 5m程度滑動することがわかった． 
また，伏木富山で既往最大波高を記録した台風 0423 号時（有義波高 6.53m，周期 8.4s，2 時間
継続）を入力条件として，ケーソンの滑動量，ブロックの沈下量，ブロックの被災度を算出した
結果を 図 4.13 に示す．図には，堤体の滑動量と消波ブロックの沈下量，被災度を示している．














































































































































iii) 沖波発生頻度分布から，乱数を用いて 1 回の高波浪時の沖波波高を抽出する． 
iv) 抽出した沖波波高から波浪変形計算を行い，対象地点直前での波浪諸元を算出する．波浪
変形計算による算定誤差を考慮して，乱数を用いて新しい波高を設定する． 
v) 来襲波浪がレーリー分布に従うとして，1 波 1 波の波浪を抽出し，それぞれの波に対する
堤体の滑動量を算出する．滑動量の算出を波の数だけ繰返し，1 回の高波浪来襲中のケー
ソンの滑動量を算出する． 





viii) vi)で求めた 1 回の高波浪期間中の消波ブロックの被災度から，消波ブロックの被災・移動
による消波ブロックの沈下量を算出する． 







xi) iii)～x)を期待値の変動が小さくなるように繰返し（本研究では 10,000 回とした），設計供
用期間における滑動量（0.1m，0.3m，1.0m）に対する超過確率を算出する． 
xii) 算出した超過確率が許容超過確率を満足するまで ii)～xi) を繰返し，滑動安定性を満足す
る必要堤体幅を決定する． 























































































































図 4.15 検討対象断面模式図 
 
表 4.3 計算条件 
項目 値 
50 年確率沖波波高 9.0m 
沖波発生頻度分布 
Weibull 分布 
k=1.0, A=1.7, B=2.35 
水深：h 10m 





トン型 2t～80t 型 
KD値 8.3 
補修基準 ブロック 1 個分 
耐用年数 50 年 








































































































て，消波ブロックの質量毎の必要堤体幅を算出し，図 4.17 に示す．図 4.16 と同様に，比較対象
として消波ブロックで被覆しない場合とブロックが被災しないとした場合を併せて示している．






りも軽い 2tブロックでの必要堤体幅より大きくなる．これは，高山ら 10) も指摘しているように，
1 回の高波浪来襲期間中の消波ブロックの被災を考慮していないため，2tブロックでは 1 回の高波
浪で補修基準に達してしまい，不完全被覆による波力増大が発生しないことに起因している． 
 
表 4.4 滑動量に対する超過確率の設定例（下迫・多田 9) ） 
超過確率 
 
1.0 m 0.3 m 0.1 m 
1.低い 10 % 20 % 50 % 
2.普通 5 % 10 % 30 % 
重要度
 









































































るLCCの変化を 図 4.18 に示す．ブロックの補修を考慮しない場合のLCCは，初期建設費のみと


















































































・ 消波ブロック被覆堤の滑動被災事例を対象に，高山ら 10) の滑動量算定手法を改良して被災
状況を再現し，その適用性を確認した． 
・ 台風 0423 号来襲時の周参見漁港防波堤の滑動要因は，来襲波浪に対して堤体質量が小さ過
ぎるためであり，ブロック質量を増大させても大きな滑動が発生することがわかった． 
・ 2008 年 2 月冬季風浪時の伏木富山港防波堤の滑動要因は，複雑な地形の影響で波高が 5.0～
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      ケーソン据直，
      一部新規製作区間
Ⅴ：消波工・基礎工補修，






























量／港内側の肩幅）が 0.1 を上回った場合には災害復旧として，図 5.4 に示した復旧工事費を用
いて補修費を算出する．相対滑動量が 0.1 未満の場合には，補修基準（日常的なブロック天端の管
理基準）を上回って沈下した場合は，ブロックの沈下補充費を算出する．本検討では，ブロック










図 5.5 累積補修費の算出の考え方 
 
(3) 計算フロー 
本研究で用いた補修費算出モデルの計算フローを 図 5.6 に示す．まず，沖波確率分布から乱数
を用いて年 1 回の高波浪を抽出し，波浪変形計算によって構造物設置地点の波浪諸元（波高，周














累積滑動量が 0.7 を超えた場合もケーソン据直しに伴い，累積滑動量を 0 に戻すことになる． 









































図 5.6 期待補修費の算出フロー 
 
5.2.2 設定条件 
解析対象はA港防波堤(図 5.7 )であり，表 5.1 に各断面に対する解析ケース・解析条件を示す． 
A 港については，ワイブル分布に従う沖波確率分布として，裾長度パラメータ（50 年確率波高
／10 年確率波高）が 1.14 である 50 年確率波，150 年確率波および偶発波浪を設定した全 3 ケース
と，裾長度パラメータが 1.27 である 50 年確率波を設定したケースを対象とした．ここで，偶発波


















































































図 5.7 解析対象断面図 1（A 港，再掲） 
 
 



























裾長度パラメータ 1.14 1.27 1.14 1.14
形状母数(k) 2.0 1.4 2.0 2.0
尺度母数(A) 3.211 3.106 3.211 3.211
位置母数(B) 5.852 3.972 5.852 6.692
波高(m) 12.2 12.2 12.2 13.0
波周期(s) 14.0 14.0 17.0 14.5













































5.2.3  最適維持管理とその考察 
(1) 期待補修費の算出 
A港防波堤の結果として，供用期間中（50 年間）の累積補修費の期待値（平均値）と補修基準
との関係を 図 5.8に示す．補修基準には，0.5 個(2.06m)・1 個(4.16m)・1.5 個(6.23m)・2 個(8.31m)
に加えて，補修費の傾向を確認するために 0.12 個(0.5m)，0.24 個(1.0m)および 0.36 個(1.5m)の場合
も併せて示している．なお，累積補修費は，図 5.4 における最大工費（ケーソンの撤去・新規製
作）で基準化した補修費として定義している．以下，基準化累積補修費と呼ぶ．また，図 5.9 に
は，基準化累積補修費の期待値の内訳（日常的なブロック補充，相対滑動量に応じた 図 5.4 に定
義した被災レベルI～IV）と補修基準との関係を示す． 






で，累積補修費のばらつきを評価する（図 5.8 ）．この結果より，例えば 150 年確率波および偶




























































（d) 50 年確率波（裾長度パラメータ=1.27） 


















































































































（d) 50 年確率波（裾長度パラメータ=1.27） 
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スクが高まっている．2004 年には，史上最多の 10 個の台風が日本に上陸した．なかでも，台風
0423 号の来襲に伴う高波は，高知県室戸沖で国内の観測史上最高の有義波高 13.55m が観測され，


















の防波堤の滑動量を算出する際，年 1 回の高波浪を対象としているが，実際には，2004 年に代表











を 10mに固定し，裾長度パラメータ（γ50）を 1.1，1.2，1.3 の 3 種類に設定した．設定した内容は，
表 6.1に示す通りである．また，対象とした極値分布形状は，Weibull分布の 4種類（形状母数: k=0.75, 
1.0, 1.4, 2.0）とFT-I型，FT-II型の 4 種類（k=2.5, 3.33, 5, 10）の計 9 種類の分布形を設定し，形状母
数，尺度母数，位置母数の詳細な設定は，表 6.2に示す通りである． 
 















表 6.2 沖波波浪諸元 
裾長度：γ50 極値分布 形状母数：k 尺度母数：A 位置母数：B 
0.75 0.291 8.206 
1.00 0.565 7.790 
1.40 1.089 7.116 
Weibull 
2.00 1.974 6.095 
FT-I 0.00 0.550 7.852 
2.50 0.158 8.514 
3.33 0.216 8.395 
5.00 0.296 8.249 
1.10 
FT-II 
10.00 0.404 8.071 
0.75 0.534 6.711 
1.00 1.036 5.949 
1.40 1.996 4.712 
Weibull 
2.00 3.620 2.841 
FT-I 0.00 1.009 6.062 
2.50 0.290 7.277 
3.33 0.397 7.058 
5.00 0.543 6.790 
1.20 
FT-II 
10.00 0.741 6.463 
0.75 0.739 5.446 
1.00 1.434 4.391 
1.40 2.764 2.678 
Weibull 
2.00 5.012 0.087 
FT-I 0.00 1.397 4.548 
2.50 0.401 6.229 
3.33 0.549 5.927 
5.00 0.752 5.556 
1.30 
FT-II 




















1.2 を確保した混成堤と想定した．想定断面の詳細な諸元は 図 6.1に示す通りである． 
年平均発生数（λ）については，λによる滑動量の相違を把握するために，1，3，10 の 3 通り設









図 6.1 対象防波堤の断面模式図 


































計算結果を 図 6.2に示す．裾長度パラメータγ50が 1.1 の場合，期待滑動量は 0.1～0.2m程度で 9 種
類の沖波極値分布間の変化は少なかった．しかし，γ50が 1.2と 1.3の場合，FT-II型の形状母数：k=2.5，
3.33 を除く 7 つの極値分布では，期待滑動量が 0.05m程度であるのに対し，FT-II型のk=2.5，3.33


























































































































図 6.3 裾長度パラメータと期待滑動量の関係 
 
(3) 考察 
FT-II の形状母数 k=2.5，3.33 の極値分布での期待滑動量が他の極値分布に比べて大きくなる原
因について，FT-II 型 k=2.5 と Weibull 分布 k=2.0 の極値分布を用いて考察する． 
Weibull分布k=2.0 とFT-II型k=2.5 について，沖波波高と堤前波高の超過確率分布をそれぞれ，図 
6.4と 図 6.5に示す．上段(a)が沖波波浪，下段(b)が堤前波高である．裾長度パラメータγ50は 50 年
確率波高H50／10 年確率波高H10であり，γ50が小さいとH50よりも小さい波高が多く出現するため，
沖波波浪の高波浪（例えば 10m以上）の超過確率は，γ50が 1.1 から 1.3 に増加するにつれて大きく
なる．しかし，高波浪が出現しても砕波の影響によって波高が減少するため，堤前波高の超過確

































FT1 h=10m FT2 k=10.00 h=10m
FT2 k=2.50 h=10m FT2 k=3.33 h=10m
FT2 k=5.00 h=10m WB k=0.75 h=10m




























































































































た期待滑動量の関係を 図 6.6に示す．なお，年平均発生数λ=1 は，既往の研究と同様に，年 1 回の
最大値分布を用いた場合である．図 6.6 (b)，(c)に示した裾長度パラメータγ50が 1.2 と 1.3 の場合
では，γ50=1.2，FT-II型（k=2.5）を除いて，λ を増加させた場合でも期待滑動量に顕著な増加は見
られなかった．しかし，図 6.6 (a)に示すγ50=1.1 の場合，λ が増加するに従って，期待滑動量は増
加する傾向であった．λ =1 では，期待滑動量が 0.1～0.2m程度であったが，λ =3 の場合では，期待
滑動量が 0.1～0.5m程度，λ =10 の場合では，期待滑動量が 0.1～1.2m程度と，年平均発生数λが増
加するのに従って，分布間のばらつきが非常に大きくなった． 
この原因としては，設計波高未満の波高であっても，摩擦係数や波力等に係わる乱数によって












































































































































・ 年最大値分布では，50 年確率沖波波高が同じであっても，裾長度パラメータ γ50や極値分布
の形状によって期待滑動量が異なることを示した． 
・ 年最大値分布では，同じ裾長度パラメータ γ50であっても FT-II 型の特定の形状母数（k=2.5, 
3.33）の極値分布では，期待滑動量が大きくなった． 
・ 年複数回の暴浪来襲を考慮した場合，裾長度パラメータ γ50が 1.1 の場合では，滑動量が増加
する傾向があるため，裾長度パラメータ γ50が小さい場合には，従来の年 1 回の最大波浪を
対象とした滑動量解析では，滑動量を過小評価する可能性があり，年間の複数発生数 λを考
慮した検討が必要であることがわかった． 
・ 裾長度パラメータ γ50が 1.2，1.3 の場合には，年平均発生数が変わっても期待滑動量はほと














港空研報告，第 45 巻，第 3 号，pp. 1-20，2006． 
4) 下迫健一郎，多田清富：混成堤の性能照査型設計法における滑動量の許容値設定に関する検
討，海岸工学論文集，第 50 巻，pp. 766-770，2003． 
5) 高山知司，安田誠宏，辻尾大樹，井上順一：ライフサイクルコストの最小化による沿岸構造
物被覆材の最適設計，土木学会論文集B, Vol. 65, No. 1, pp.15-30，2009． 
6) 高橋重雄，半沢 稔，佐藤弘和，五明美智男，下迫健一郎，寺内潔，高山知司，谷本勝利：
期待被災度を考慮した消波ブロックの安定重量，港研報告，第 37 巻，第 1 号，pp. 3-32，1998． 





























例えば，酒井・岡安 3) は，長期的な外力変化として水位上昇を考慮し，今後 50 年間の海面水
位の上昇を考慮して期待滑動量を解析した結果，23 ～ 29 年後の水位を想定して設計することが
最適な設計となると示した．一方，高木ら 4) は，鹿児島県志布志港を対象として，仮想的に風速
を 10% 増大させて，診断的に風速変化に合わせて波高を増大させ，これに加えて水位上昇を 18 












2007 年に発表された気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の第 4 次報告書 5) では，地球温暖
化の進行は疑う余地がなく，大気，海洋の世界平均温度の上昇，雪氷の広範囲にわたる融解，世
界平均海面水位の上昇が観測されていることは今や明白である，とされている． 
また，IPCCでは，温暖化シナリオとして 表 7.1 に示す 6 種類のシナリオを想定しており，それ
ぞれに対する気温変化の最良の推定値，予測幅と海面水位上昇の予測幅が報告されている．今世
紀末の海面水位に関しては，図 7.2のように最低でも 0.18m，最大で 0.59m，上昇すると予測され




















図 7.1 気温，海面水位および北半球の積雪面積の変化（IPCC5) ） 















































図 7.3 排出シナリオの詳細（IPCC5) ） 
 
  100
森ら 6) は，図 7.4 に示すように，CMIP3 の結果をもとに，シナリオ・モデル・アンサンブル平
均として日本近海の海面水位の将来変化を（0.26m / 100 年）を計算している．  
本研究では，地球温暖化による高潮偏差や波浪の変化傾向と整合を図るため，波浪に関する研

















図 7.4 日本近海の海面上昇の予測値：SRES A1B（森ら 6) ） 
（黒実線：モデル平均，黒破線：平均＋標準偏差，その他：各 GCM の結果） 
 
7.1.2 高潮偏差 






は難しい 7) ． 
台風の強大化，極端化による高潮偏差の変化についての研究は，河合ら 8) 9) 10) ，安田ら 11) の研
究があげられる．河合ら 8) 9) 10) の研究は，以下に示す橋本ら 12) が示した将来気候下における台風
特性の変化に準じて，高潮がどのように変化するを検討している． 




















図 7.5 地球温暖化による大阪と高松における高潮偏差の極値分布の変化（河合ら 8) ） 
 
河合ら 9) はさらに 500 年分の台風データから日本近傍を通過する台風データを抽出し，高潮推
算を行った．代表地点として，東京，名古屋，大阪，広島，鹿児島，熊本を設定し，各地につい
ての高潮偏差の極値分布を算出している．東京，名古屋，大阪の現行の計画潮位偏差はそれぞれ
3.0m，3.5m，3.0m であるが，名古屋と大阪では 100 年確率偏差，東京では 1000 年確率偏差程度
であることを示している．また，将来の気候条件下での高潮偏差の極値分布は示されていないが，
100 年確率値でも特に九州西岸や瀬戸内海において現在よりもかなり大きな高潮偏差が発生し，水
位上昇とあわせると再現年数が数百年から数 10 年に減少する可能性があることを指摘している． 
河合ら 10) では異なる経験的台風モデルと海面抵抗係数を用いて，現在の気候条件下と将来の気
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安田ら 11) は，将来気候の気象データを気象研究所が実施した 20km 超高解像度全球大気モデル
（TL959）によるシミュレーション結果を用いて，1979～1988 年および 2075～2084 年の各 10 年
について台風の極端化特性を評価した．GCM シミュレーション結果では，将来的に台風は強大化
し，発生経緯度が約 2.6 度北上する傾向にあると報告している．また，2075～2084 年の 10 年間で
東京湾に接近する 3 つの台風による高潮計算を実施し，規模が極端化した台風によって高潮が増
大するとは限らず，湾の形状と台風経路の関係が重要な要素であることを指摘している． 
安田ら 12) は最新の知見を用いて高潮偏差について検討しているが，用いている GCM データの
期間が 25 年と短いため，100 年～1000 年確率値の外挿による推定には不確定性があると考えられ
る． 























格子超高解像度全球気候モデル GCM（モデル解像度 T959L60；MRI-GCM3.1S14) ）を用いた A1B
シナリオに基づく温暖化予測実験結果を使用した．GCM の海上風 U10を外力として SWAN を用い
て波浪予測計算を行った．現在気候から将来気候の平均有義波高の変化率について，南氷洋では













































図 7.8 地球温暖化による海域別平均有義波高と極端化指数の変化（森ら 13) ） 
 
野中ら 15) は先述の高潮偏差に関する河合らの研究と同様に，橋本ら 12) の将来予測「100 年後
の台風属性値の時間変化量が空間的に北へ 1.5 度あるいは東へ 1.5 度移動する」という仮説を用い
て波浪推算を実施し，温暖化シナリオにおける北西太平洋での波高極値の変化を検討している．
北に 1.5 度移動させたケースでは，100 年確率波高が全体的に 0～1m 大きくなり，東に 1.5 度移動
させたケースでは，日本海，太平洋の西南部周辺海域では波高は減少するが，太平洋東部や北部
周辺海域で増加する傾向を得た．さらに，北に 1.5 度，東に 1.5 度移動させたケースでは，西日本
周辺海域で波高が減少し，東日本周辺海域では波高が増大する傾向にあると指摘している． 
森ら 16) は A1B シナリオに基づく超高解像度全球気候モデルを用いた温暖化予測実験結果をも
とに，現在から今世紀末の全球における風速場や波浪場の将来変化の予測を行った．波浪解析に
は GCM の海上風を外力として SWAN を用いて予測計算を行い，図 7.9 に示す I ～ IV の領
域に対して，現在と将来の極値分布を示している． 
本研究では，来襲波浪として，図 7.10～図 7.11に示す，森らの現在気候 25 年間と 今世紀末
（ 2075 ～ 2100 年）の波浪解析値から得た極大値分布（領域 II，III ）を用いた．森らの結果は，
一年を夏季と冬季に分けた極大値資料に基づく極値分布であるので，それぞれの季節における年
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ここに，F(x)：年最大値分布の発生確率 x の確率値，Fj(x)：j 番目の極大値分布の発生確率 x の
確率値，n：極大値分布の数，λj：各季の極大値分布に対応する年平均発生数，である．森らでは，
それぞれの領域に対して夏季（6 ヶ月）と冬季（6 ヶ月）の極値分布を求めているため，ここでは，










































































































































































ンサンブルから平均値として 0.26m / 100 年の上昇が予測されているため，検討対象年に応じて，







ここに，H(x)：年最大値分布の発生確率 x の確率値，H1(x)：現在の年最大値分布の発生確率 x の
確率値，H2(x)：将来の年最大値分布の発生確率 x の確率値，Y：将来の基準年（本研究では 100 年




化の影響を把握するために，水深を 7m，10m，15m の 3 通りとした．堤体幅は，森らの領域 II 
および領域 III の現在気候の 50 年確率波を対象として，それぞれの設置水深で安全率が 1.2 と
なるように設定した．天端高 hc は，現行の港湾基準の標準的な設定法を採用し，それぞれの 50 

















図 7.12 計算対象断面図 
 
4) 計算手法 













































































波浪条件の詳細とその他の計算条件は，表 7.3および 表 7.4 に示す通りである．年 1 回，2 時
間の高波浪を仮定した 50 年間の計算を，10,000 回，繰返し計算する．また，外力変化による影
響を把握するために，表 7.2 に示すように，Case 1：現在気候条件下による検討，Case 2：海面上
昇のみ考慮，Case 3：高潮偏差増大のみ考慮，Case 4：波浪増大のみ考慮，Case 5：海面上昇，高




表 7.2 外力環境変化の検討ケース 
 条件 
Case 1 現在気候 
Case 2 海面上昇のみ考慮 
Case 3 高潮偏差増大のみ考慮 
Case 4 波浪増大のみ考慮 
Case 5 全ての外力変化を考慮 
 




50 年確率波浪 20.07m （ λ = 0.43 ） 
Weibull 分布 k = 1.0, A = 4.02, B = 7.74 
沖波波浪 
（現在，冬） 
50 年確率波浪 10.82m （ λ = 1.47 ） 
Weibull 分布 k = 1.4, A = 1.80, B = 5.72 
沖波波浪 
（将来，夏） 
50 年確率波浪 24.79m （ λ = 0.53 ） 
Weibull 分布 k = 1.0, A = 5.25, B = 7.58 
沖波波浪 
（将来，冬） 
50 年確率波浪 10.84m （ λ = 0.91 ） 
Weibull 分布 k = 1.0, A = 1.26, B = 6.03 
設置水深（ h ） 7m 10m 15m 
堤体幅（ B ） 29.1m 29.1m 33.1m 
天端高（ hc ） 4.2m 5.2m 6.8m 
高潮偏差 
（現在） 
50 年確率偏差 2.616m 
Weibull 分布 k = 1.4, A = 0.998, B = 0.248 
高潮偏差 
（将来） 
50 年確率偏差 3.199m 
Gumbel 分布 A = 0.646, B = 0.358 
水位上昇 0.0026m / yr（ 0.26m / 100yrs ） 
継続時間 2 時間 
設計供用期間 50 年 
繰返し回数 10,000 回 
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50 年確率波浪 13.1m （ λ = 0.14 ） 
Weibull 分布 k = 1.4, A = 3.42, B = 7.63 
沖波波浪 
（現在，冬） 
50 年確率波浪 12.3m （ λ = 0.77 ） 
Weibull 分布 k = 1.0, A = 1.42, B = 7.12 
沖波波浪 
（将来，夏） 
50 年確率波浪 21.5m （ λ = 0.42 ） 
Weibull 分布 k = 1.4, A = 6.41, B = 7.30 
沖波波浪 
（将来，冬） 
50 年確率波浪 13.46m （ λ = 1.16 ） 
FT-II 分布 k = 5.0, A = 0.90, B = 7.84 
設置水深（ h ） 7m 10m 15m 
堤体幅（ B ） 23.4m 24.1m 27.6m 
天端高（ hc ） 3.8m 4.8m 6.4m 





た滑動量の平均値との関係を 図 7.14 に示す．これは，設置水深が 10m，対象波浪が領域 III で
の年次別の平均滑動量（試行毎の値を平均したもの）の解析結果である．図をみると，年次毎に
ばらつきはあるが，特に Case 4 と Case 5 では，地球温暖化による気候変動の影響が進行に伴っ









































外力環境変化の影響を把握するために，領域 II と領域 III に対して，それぞれの検討条件下で
の期待滑動量（繰返し試行で求まる 50 年間の累積滑動量の平均値）を求めた．領域 II と領域 III 
の期待滑動量の解析結果をそれぞれ 表 7.5および 表 7.6 に示す．また，それぞれの関係を折れ線
グラフで 図 7.15および 図 7.16 に示す．領域 III における水深 10m の場合，Case 1 の現在気候
では 50 年間の期待滑動量は 0.55m であるが，外力変化を考慮すると，Case 2 の海面上昇のみで
は 0.61m，Case 3 の偏差増大のみでは 0.64m，Case 4 の波浪増大のみでは 1.11m と，海面上昇
のみ，高潮偏差増大，波高増大の順で期待滑動量は増大する．さらに，Case 5 の全ての外力の将
来変化を考慮した場合の期待滑動量は，1.44m と約 90cm 増加した．こうした傾向は，程度の差
はあれ，全ての計算条件に対して見られた． 
また，領域 II と領域 III を比較すると，領域 II に比べて領域 III の波浪は，特に夏期におい
て将来の増大率が大きいため，期待滑動量についても，波浪増大を考慮した Case 4 と全て影響を
考慮した Case 5 において，領域 III の期待滑動量が急激に増加しているのがわかる．そのため，
波浪の将来変化予測の結果に依存する地域特性によって，期待滑動量の変化傾向が大きく変わる
ことがわかった． 





表 7.5 期待滑動量の解析結果（領域 II ） 
期待滑動量 ( m )   
Case 
 
条件 h = 7m h = 10m h = 15m 
1 現在気候 0.77 0.44 0.27 
2 海面上昇のみ考慮 0.87 0.49 0.29 
3 高潮偏差増大のみ考慮 0.96 0.51 0.29 
4 波浪増大のみ考慮 1.00 0.61 0.37 
5 2 ～ 4 の全て考慮 1.37 0.76 0.44 
 
表 7.6 期待滑動量の解析結果（領域 III ） 
期待滑動量 ( m )   
Case 
 
条件 h = 7m h = 10m h = 15m 
1 現在気候 1.42 0.55 0.25 
2 海面上昇のみ考慮 1.60 0.61 0.27 
3 高潮偏差増大のみ考慮 1.81 0.64 0.27 
4 波浪増大のみ考慮 2.33 1.11 0.63 






























算出した．領域 II と領域 III について，それぞれ 図 7.17および 図 7.18に示す．図の左側には設
置水深に対する期待滑動量，右側に設置水深に対する期待滑動量の増加率を示した． 
図 7.17の将来波浪の増大率が小さい領域 II については，Case 4 の波浪増大のみを考慮した場
合に，水深が深くなると砕波の影響を受けずに大きな波浪が来襲しやすくなるため，滑動量の増
















































率は大きくなり，Case 2 の海面上昇のみと Case 3 の高潮偏差の増大のみを考慮した場合には，
水深が浅くなると水位上昇の影響を大きく受けるため，滑動量の増加率は大きくなる．しかし，


































































































































滑動量の出現傾向を把握するために，滑動量の発生確率を求めた．滑動量をSとして，0 ＜ S ≦ 
0.01m，0.01 ＜ S ≦ 0.1m，0.1 ＜ S ≦ 0.3m，0.3 ＜ S ≦ 1.0m，1.0m ＜ S の 5 通りの滑動
量に対する発生確率を 図 7.19～図 7.24 に示す． 
波浪増大率の小さい領域 II に比べて，領域 III については，期待滑動量の増加が顕著な Case 4 




























































































































































































































































50 年確率波に対して，堤体幅と天端高を設定した．詳細な計算条件は，表 7.7および 表 7.8に示
す通りである． 
 

















Weibull分布k=1.0, A=1.26, B=6.03 
設置水深（h） 7m 10m 15m 
堤体幅（Kr =1.0） 16.8m 18.3m 21.3m 
堤体幅（Kr =0.5） 14.3m 16.1m 19.3m 
天端高（Kr =1.0） 4.2m 5.2m 6.8m 
天端高（Kr =0.5） 3.8m 4.8m 6.4m 


































FT-II分布 k=5.0, A=0.90, B=7.84 
設置水深（h） 7m 10m 15m 
堤体幅（Kr =0.5） 12.5m 14.1m 17.4m 
堤体幅（Kr =0.3） 12.0m 13.5m 13.8m 
天端高（Kr =0.5） 3.5m 4.5m 4.5m 
天端高（Kr =0.3） 3.2m 3.2m 2.8m 




































O 7m,10m,15m 2t～80t 
O 
X 7m,10m,15m 2t～80t 
O 7m,10m,15m 2t～80t 
1.0 
X 
X 7m,10m,15m 2t～80t 
O 7m,10m,15m 2t～80t 
O 
X 7m,10m,15m 2t～80t 




X 7m,10m,15m 2t～80t 
O 7m,10m,15m 2t～80t 
O 
X 7m,10m,15m 2t～80t 
O 7m,10m,15m 2t～80t 
0.5 
X 
X 7m,10m,15m 2t～80t 
O 7m,10m,15m 2t～80t 
O 
X 7m,10m,15m 2t～80t 














表 7.10 堤前波高と消波ブロックの必要質量 
 Kr H50 depth H1/3 必要質量（t） トン型(t) 
7m 7.00m 38.0 50 
10m 8.71m 73.3 80 1.0 20.0m 
15m 11.46m 166.9 80* 
7m 6.32m 28.0 32 
10m 7.94m 55.5 64 
領域II 
0.5 10.0m 
15m 10.26m 120.0 80* 
7m 5.85m 22.2 25 
10m 7.20m 41.4 50 0.5 6.95m 
15m 7.87m 54.0 64 
7m 5.22m 15.8 20 
10m 5.09m 14.6 20 
領域III 
0.3 4.17m 
15m 4.46m 9.8 12.5 
※必要質量では 80t を超えるが，80t を超えるようなブロックは通常用いないため，便宜的に最



























































































































































































































求めた．必要堤体幅は，第 4章 と同様に，表 7.11に示す滑動量に対する許容超過確率を満足する
ように算出した．必要堤体幅の算出結果として，領域II，屈折係数：0.5，水深 7m，10m，15mの







は，必要堤体幅を小さくできることがわかる．これは，第 4章 で示したことと同様である． 
 
 
表 7.11 滑動量に対する超過確率の設定例（下迫・多田 19) ） 
超過確率 
 
1.0 m 0.3 m 0.1 m 
1.低い 10 % 20 % 50 % 
2.普通 5 % 10 % 30 % 
重要度
 

























































































































































































































































































(社)日本港湾協会 1) p.157 
































































































































































































的割引率と GDP デフレーターを考慮することとした． 
1) 社会的割引率 
社会的割引率は，社会が成熟することによって，年数が経過するにつれてものの価値が減少して














iii) 社会的割引率と日本の GDP 成長を考慮する場合 






































社会的割引率と GDP デフレーターを考慮した 4 ケースについて，各計算条件の期待補修費を算
出した．領域 II，屈折係数 0.5，水深 7m のケースの結果を以下に示す．図中の凡例は，without SDR：
社会的割引率を考慮しない場合，with SDR：社会的割引率を考慮する場合，Japan：社会的割引率

























































































































れぞれの条件における LCC を算出する．領域 II，屈折係数 0.5，水深 7m のケースの結果を以下に
示す．本ケースは，ハドソン式による必要質量は 32t であるが，現在気候で 50t，温暖化を考慮す
ると 32t が最も LCC が小さくなった．LCC が最小となるような場合では，社会的割引率の考慮方
法による期待補修費の差は小さいため，本検討では以降の期待補修費として，iii)社会的割引率と































































































































X X 50 80 9,918 - 9,972 
X O 50 64 11,066 - 11,195 
O X 50 50 9,784 19 9,803 7 
O O 50 80 10,875 10 10,934 
X X 80 80 11,305 - 11,305 
X O 80 80 12,059 - 12,059 
O X 80 80 11,054 32 11,085 10 
O O 80 80 11,682 36 11,718 
X X 80 80 22,228 - 22,228 
X O 80 80 24,073 - 24,073 
O X 80 80 16,190 659 16,850 
1.0 
15 
O O 80 80 16,861 744 17,605 
X X 32 50 9,078 - 9,281 
X O 32 50 10,080 - 10,179 
O X 32 50 8,896 11 9,030 7 
O O 32 32 9,910 23 9,933 
X X 64 64 9,972 - 9,972 
X O 64 64 10,581 - 10,581 
O X 64 50 9,722 45 9,874 10 
O O 64 64 10,459 26 10,485 
X X 80 80 14,351 - 14,351 
X O 80 80 15,175 - 15,175 




O O 80 80 14,680 113 14,793 
X X 25 40 8,546 - 8,649 
X O 25 40 9,782 - 9,953 
O X 25 40 8,546 8 8,493 7 
O O 25 25 9,692 26 9,718 
X X 50 50 8,911 - 8,911 
X O 50 50 9,862 - 9,862 
O X 50 40 8,693 28 8,811 10 
O O 50 50 9,743 25 9,768 
X X 64 80 12,370 - 12,373 
X O 64 80 13,875 - 14,168 
O X 64 50 12,101 51 12,254 
0.5 
15 
O O 64 80 13,574 30 13,627 
X X 20 20 6,701 - 6,701 
X O 20 16 8,114 - 8,132 
O X 20 16 6,693 13 6,711 7 
O O 20 20 8,048 12 8,060 
X X 20 32 8,148 - 8,166 
X O 20 50 9,680 - 9,979 
O X 20 25 7,938 16 7,972 10 
O O 20 20 9,446 37 9,483 
X X 12.5 32 10,456 - 10,502 
X O 12.5 40 12,478 - 13,020 






















































































































































































































































































































































































































・ 対象とした 3 つの沿岸外力では，将来の波浪増大の影響が耐波安定性に最も影響を及ぼす． 
・ 本研究の計算条件においては，地球温暖化を考慮すると期待滑動量が 0.2～1.8m 増加し，














・ 温暖化の影響に関して，水深が深い場合（水深波高比が 1.5 を超える），高波浪が砕波せず
に来襲するため，温暖化を考慮した場合に期待滑動量と必要堤体幅ともに増加することがわ
かった．本ケースでは，最大でそれぞれ，350%，140%であった． 





・ LCC は，水深波高比よりも堤前波高に大きく影響を受け，堤前波高が大きい場合に LCC が
大きくなる．しかし，補修を考慮することで，特に堤前波高が大きい場合に LCC を大きく
低減することができる． 
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